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2013年 12月 4日 

 

調査レポート 

日銀短観（2013 年 12 月調査）予測 
 

○12 月 16 日に公表される 2013 年 12 月調査の日銀短観では、大企業製造業の業況判断ＤＩ（「良い」－「悪

い」）は 15 と、前回調査から 3ポイント上昇し 4四半期連続で改善すると予測する。前回調査時点では先行

きの景況感は悪化が見込まれていたが、生産は緩やかながらも増加基調を維持していることから、素材業

種および加工業種とも業況は小幅に改善するだろう。先行きも、輸出が持ち直していくことに加え、年度末に

かけて消費税増税前の駆け込み需要が生産を押し上げるとみられるため、景況感の改善が続く見込みだ。 

○大企業非製造業の業況判断ＤＩは1ポイント上昇の15とほぼ横ばいとなる見通しである。足元では個人消費

の伸びが一服しており、家計関連の業種で景況感の改善ペースが緩やかにとどまる可能性がある。先行き

については、非製造業では製造業と比べ内需の影響を受けやすいため、消費税増税前の駆け込み需要に

よる消費の盛り上がりによって、業況の改善幅が大きくなるだろう。 

○中小企業の業況判断ＤＩは、製造業では5ポイントの上昇、非製造業では2ポイントの上昇を見込む。大企業

と比べると経営を取り巻く環境は依然として厳しいものの、景況感の改善は中小企業にも徐々に波及してい

くとみられ、先行きの業況判断ＤＩは製造業、非製造業とも改善すると考えられる。 

○2013 年度の事業計画は、すべての規模、業種で増収増益となるだろう。とくに大企業製造業の経常利益は

大幅に増加する公算が大きい。また、設備投資計画については、景況感や収益の改善に比べ持ち直しが遅

れているが、景気の持ち直しを背景に投資環境は改善していることから、今後は更新投資を中心にこれまで

先送りされてきた投資が徐々に再開され、大企業では製造業、非製造業とも増加する見込みだ。中小企業

でも計画が固まるにつれ上方修正されるだろう。 

＜9月調査＞
 最近（9月）

大企業製造業 ： １２ → １５（ ＋３ ） → １８（ ＋３ ）
大企業非製造業 ： １４ → １５（ ＋１ ） → ２０（ ＋５ ）
大企業全産業 ： １３ → １５（ ＋２ ） → １９（ ＋４ ）
中小製造業 ： －９ → －４（ ＋５ ） → ０（ ＋４ ）
中小非製造業 ： －１ → １（ ＋２ ） → ５（ ＋４ ）
中小全産業 ： －４ → －１（ ＋３ ） → ３（ ＋４ ）

（　）内は変化幅

 最近（12月） 先行き（3月）
＜12月調査（予測）＞
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１．業況判断ＤＩ 

 

12 月 16 日に公表される 2013 年 12 月調査の日銀短観では、大企業製造業の業況判断Ｄ

Ｉ（「良い」－「悪い」）は前回（9 月）調査から 3 ポイント上昇の 15 と 4 四半期連続で改

善すると予測する。前回調査時点では、先行きの景況感は悪化が見込まれていたが、内外

景気の持ち直しを背景に生産は緩やかながらも増加基調を維持していることから、素材業

種（2 ポイント上昇の 14）および加工業種（3 ポイント上昇の 15）とも業況は小幅に改善

するとみられる。円安の恩恵を受けやすい自動車や、市況や内外需要が底堅い鉄鋼などで

は、景況感が比較的大きく改善するだろう。一方、市場が縮小傾向にある紙・パルプや、

円安による輸入価格の上昇を通じたコストの高まりによって利益が圧迫されている食料品

などでは、企業マインドが悪化する可能性がある。今後は輸出が持ち直していくことに加

え、年度末にかけて消費税率引き上げ前の駆け込み需要が生産を押し上げるとみられるた

め、先行きの業況判断ＤＩは 3 ポイント上昇の 18 と改善が続く見込みだ。 

大企業非製造業の業況判断ＤＩは前回調査から 1ポイント上昇の 15とほぼ横ばいにとど

まる見通しである。企業業績の回復を受けて、卸売や対事業所サービスなど企業関連の業

種では改善するとみられる。一方、足元では個人消費の伸びが一服しているため、小売や

対個人サービスなどでは横ばいにとどまる可能性がある。先行きの業況判断ＤＩは 5 ポイ

ント上昇の 20 を見込む。製造業と比べ内需の影響を受けやすい非製造業では、消費税増税

前の駆け込み需要による消費の盛り上がりによって、小売を中心に景況感の改善幅が大き

くなるだろう。 

中小企業の業況判断ＤＩは、製造業では－4 と前回調査から 5 ポイント上昇、非製造業

では 1 と 2 ポイント上昇すると予測する。大企業と比べると経営を取り巻く環境は依然と

して厳しいものの、景況感の改善が中小企業にも徐々に波及していく見込みだ。 

 

図表１．業況判断ＤＩの推移 
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図表２．業況判断ＤＩの内訳 

 ◆大企業 (「良い」-「悪い」、％ポイント)

大　　企　　業

2013年9月調査 2013年12月調査

最近 先行き 最近 先行き

変化幅 変化幅

製　造　業  12  11  15 ＋ 3  18 ＋ 3 

素 材 業 種  12  12  14 ＋ 2  17 ＋ 3 

繊 維 0  2 － 2 － 2  0 ＋ 2 

紙 パ 0 0 － 3 － 3 － 3 0 

化 学  8  7  9 ＋ 1  14 ＋ 5 

石 油 ・ 石 炭  6  13  13 ＋ 7  13 0 

窯 業 ・ 土 石  29  29  32 ＋ 3  36 ＋ 4 

鉄 鋼  2  12  10 ＋ 8  12 ＋ 2 

非 鉄  18  3  20 ＋ 2  23 ＋ 3 

加 工 業 種  12  12  15 ＋ 3  18 ＋ 3 

食 料 品  11  9  8 － 3  10 ＋ 2 

金 属 製 品 － 5  4  2 ＋ 7  6 ＋ 4 

は ん 用 機 械  15  19  17 ＋ 2  18 ＋ 1 

生 産 用 機 械  7  20  10 ＋ 3  12 ＋ 2 

業 務 用 機 械  8  17  11 ＋ 3  14 ＋ 3 

電 気 機 械  9  9  13 ＋ 4  19 ＋ 6 

自 動 車  27  13  35 ＋ 8  35 0 

非　製　造　業  14  14  15 ＋ 1  20 ＋ 5 

建 設  20  14  23 ＋ 3  29 ＋ 6 

不 動 産  24  24  25 ＋ 1  32 ＋ 7 

物 品 賃 貸  31  31  31 0  37 ＋ 6 

卸 売  11  9  14 ＋ 3  21 ＋ 7 

小 売  8  13  8 0  17 ＋ 9 

運 輸 ・ 郵 便 － 2  6  3 ＋ 5  7 ＋ 4 

通 信  32  24  28 － 4  28 0 

情 報 サ ー ビ ス  24  20  24 0  25 ＋ 1 

電 気 ･ ガ ス － 18 － 3 － 22 － 4 － 24 － 2 

対 事 業所 サー ビス  28  26  31 ＋ 3  34 ＋ 3 

対 個 人 サ ー ビ ス  25  22  25 0  29 ＋ 4 

宿泊・飲食サービス  5  10  6 ＋ 1  9 ＋ 3 

全　産　業  13  13  15 ＋ 2  19 ＋ 4 

◆中小企業 (「良い」-「悪い」、％ポイント)

中　　小　　企　　業

2013年9月調査 2013年12月調査

最近 先行き 最近 先行き

変化幅 変化幅

製　造　業 － 9 － 5 － 4 ＋ 5 0 ＋ 4 

非　製　造　業 － 1 － 2  1 ＋ 2  5 ＋ 4 

全　産　業 － 4 － 3 － 1 ＋ 3  3 ＋ 4 
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２．事業計画 

 

2013 年度の中間決算は、自動車など輸出企業を中心に上方修正が相次いだ。背景には、

海外景気の持ち直しを受けて輸出数量が増加したことに加え、円安の進行によって円建て

でみた販売価格が上昇し利益を押し上げたことがある。財務省「法人企業統計調査（法企）」

をみても、2013 年上期の経常利益は製造業（前年比＋49.5％）および非製造業（同＋12.8％）

とも 2 桁増となっている。 

2013 年度の事業計画は、大企業製造業では増収増益が見込まれる。足元では輸出の持ち

直しが一服しているが、個人消費や公共投資などの内需は底堅く、今後も生産は緩やかな

増加傾向を維持するだろう。一方、円安の進行が一巡することで、追加的な利益の押し上

げ効果は徐々にはく落していく見込みだ。しかし、前回調査時点の収益計画では、足もと

の 1 ドル＝100 円前後という円安水準は十分に織り込まれていなかったため、経常利益は

上方修正される公算が大きい。 

大企業非製造業でも、今年度の売上高と経常利益はともに増加する見込みだ。法企ベー

スでは、2013 年 7～9 月期の大企業非製造業の経常利益（季節調整値）は過去最高水準と

なった。年度末にかけて消費税率引き上げ前の駆け込み需要が発生し、内需型の企業を中

心に収益が一段と押上げられるだろう。 

一方、中小企業では、今年度は増収増益が見込まれるものの、大企業と比べて収益環境

の厳しさが続いており、増加幅は小幅にとどまるとみられる。 

円安による輸入物価の上昇によって変動費を中心にコストは徐々に上昇しているが、家

計の節約志向が根強い中では販売価格への転嫁が難しく、業種によっては利益率が悪化す

る可能性がある。 
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図表３．事業計画 

◆大企業 
2011年度 2012年度 2013年度

＜9月調査＞ ＜12月調査(予測)＞

＜売上高＞ （実績） （実績） （計画） （計画） 修正率

製 造 業 0.4 -0.4 5.0 6.2 1.1

非 製 造 業 3.5 0.5 3.2 4.1 0.9

＜経常利益＞

製 造 業 -11.7 12.4 24.0 29.0 4.0

非 製 造 業 -7.2 2.3 6.2 7.1 0.8

＜売上高経常利益率＞

製 造 業 4.11 4.64 5.48 5.64 0.16

非 製 造 業 3.79 3.86 3.97 3.97 0.00
（注）単位は前年度比、％。修正率（％）は前回調査との対比。

◆中小企業 
2011年度 2012年度 2013年度

＜9月調査＞ ＜12月調査(予測)＞

＜売上高＞ （実績） （実績） （計画） （計画） 修正率

製 造 業 1.2 -1.5 1.5 2.1 0.6

非 製 造 業 1.6 2.1 0.9 1.3 0.4

＜経常利益＞

製 造 業 1.7 5.9 3.3 4.5 1.2

非 製 造 業 17.5 10.7 1.1 1.6 0.5

＜売上高経常利益率＞

製 造 業 3.08 3.31 3.37 3.39 0.02

非 製 造 業 2.41 2.61 2.62 2.62 0.00
（注）単位は前年度比、％。修正率（％）は前回調査との対比。
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３．設備投資計画 

 

景況感や収益の改善に比べ、設備投資は持ち直しが遅れている。 

とくに、製造業では海外への投資を重視する流れが依然として強く、国内の設備投資は

盛り上がりに欠ける状態が続いている。前回調査時点で、生産・営業用設備判断ＤＩの 3

ヶ月先（12 月）までの予測は、大企業製造業では 6、中小企業製造業では 7 と、和らいで

きたとはいえ過剰感が残る見通しだった。法企ベースでみると、2013 年上期の製造業の設

備投資（除く土地・ソフトウェア）は前年比－7.9％と減少している。 

もっとも、景気の持ち直しを背景に投資環境は改善しており、今後は更新投資を中心に

これまで先送りされてきた投資が徐々に再開されていく見込みだ。増産を目的とした大規

模な新規の設備投資には慎重な姿勢が続くものの、競争力の維持を目的とした研究開発や

情報化、効率化のための投資が設備投資を下支えするとみられる。先行する機械受注（船

舶・電力を除く民需）が、7～9 月期は前期比＋4.3％と順調に積み上がっており、今後は

設備投資の伸びが高まってくると考えられる。 

2013 年度の設備投資計画（含む土地・除くソフトウェア）は、大企業製造業では下方修

正される可能性があるが、非製造業ではやや上方修正され、ともに 2 年連続で増加する見

込みである。また、中小企業では、計画が固まるにつれて例年通り上方修正され、非製造

業も増加に転じるだろう。 

 

 

図表４．設備投資計画（含む土地、除くソフトウェア） 

◆大企業 

2011年度 2012年度 2013年度

＜9月調査＞ ＜12月調査(予測)＞

（実績） （実績） （計画） （計画） 修正率

製 造 業 -0.7 1.6 6.6 4.0 -2.4

非 製 造 業 -1.5 2.6 4.4 5.0 0.6

全 産 業 -1.3 2.2 5.1 4.7 -0.4

◆中小企業 

2011年度 2012年度 2013年度

＜9月調査＞ ＜12月調査(予測)＞

（実績） （実績） （計画） （計画） 修正率

製 造 業 11.3 -4.5 14.2 18.0 3.3

非 製 造 業 -10.1 26.7 -8.0 0.4 9.1

全 産 業 -2.7 14.4 -0.7 6.2 6.9
（注）単位は前年度比、％。修正率（％）は前回調査との対比。リース会計対応ベース。  
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図表５．設備投資計画修正推移 
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